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【6.6.1.1】欧州における特許を対象にした企業動向調査                                    

 

 

 

 

1） 調査ツールの選択                                                               

欧州における特許は、欧州特許庁（以下、EPO）が提供する Espacenet、世界知的所有権機関

(以下、WIPO)が提供する PatentScope やドイツ特許商標庁 (以下、DPMA)が提供する

DEPATISnet などに収録されており、いずれを利用しても名義検索を行うことが可能である。なお、調査

ツールを選択する際には収録されているデータの範囲（対象国、地域、期間、言語など）、検索結果を

表示する機能、データ出力機能など入手したい情報の種類やレベルに応じて最善のツールを選択したい。

今回は統計分析機能が備わっているWIPO の PatentScope を利用した事例を紹介する。 

 

2） 検索事例                                                                      

PatentScope の検索画面は下記 URL から接続することができる。日本語版以外にもモバイル版、英

語版、ドイツ語版、中国語版、韓国語版など複数のインタフェースが用意されている。また、検索画面に

は 4 つの検索モードが用意されているので目的に合わせてモードを選択する。 

https://patentscope.wipo.int/search/en/search.jsf 

 

◆検索モードの紹介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ネスレ（NESTLE）の出願動向を把握したい。 
Q 

簡易検索：フルテキストや氏名(名称)など 8 種類の検索フィールドから 1 つを選んで検索

を行う。 

詳細検索：検索ボックスに検索語、検索式、フィールドコードなどを指定した検索構文を

入力して、複数の条件を組み合わせた検索を行う。 

構造化検索：発明の名称や要約など複数の検索フィールドでそれぞれ検索条件を指定

し、それらの条件を組み合わせた検索を行う。 

多言語検索：入力した検索用語を自動的に 12 言語に翻訳し、その全てを使って特許

文献の検索を行う。 

https://patentscope.wipo.int/search/en/search.jsf
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今回は、複数の検索項目を設定でき、より目的に近い検索ができることから「構造化検索」モードを選択

した事例を紹介する。 

 

◆調査目的および調査対象 

調査対象例として下記の調査目的および対象企業を設定した。 

 

 

 

 

◆予備検索・準備編 

まず出願人名の揺らぎ・関連子会社の確認をする必要がある。「構造化検索」モードを選択し、画面左

側にある検索項目メニューの「出願人氏名（名称）」の欄に【ネスレ】と日本語で入力し、画面右下の

「検索」ボタンをクリックする。 

 

 

 

HIT した文献があれば、それらの書誌一覧が表示される。 

4 つの検索モードが用意されている 

言語切替 

調査目的：欧州において、ある企業の出願動向を確認する 

調査対象企業：ネスレ社 
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基本的には NESTLE で良さそうであるが、HIT した他の文献を確認したところ “ネステク ソシエテ アノ

ニム”という名義が見つかった。 

 

「公開番号」をクリックし出願人の名義を確認すると NESTEC S.A.という関連子会社であることがわかっ

た。 
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PatentScope には各国公報のテキスト情報が原語のまま収録されており、日本語で検索できるのは日

本特許と日本語で出願されたPCT出願（WO公報）だけである。したがって、欧州特許を対象に名義

検索をする場合には英語に加えドイツ語やフランス語でも検索する必要がある。 

 

そこでインターネットでネスレ社のウェブサイトなどを参照すると、フランス語やドイツ語の名称（Nestlé）の

存在がわかった。このようにアクセント記号などが使われている名義の場合には、これらも検索に含める必

要がある。 

 

以上をまとめると、準備作業としてネスレ社の正式名称を確認する方法を示した。具体的には、出願人

名を日本語で検索し、そこから英語の出願人名義を確認する方法を示した。また欧州企業などのように

正式名称が英語表記以外の場合もある。その場合にはインターネットなどを利用して正式な名義を確認

する必要がある。特に PatentScopeはテキスト情報が原語で収録されていることから、原語での正式名

義も確認する必要があることに注意されたい。 

ネスレ社を検索する場合の名義は、NESTLE および NESTLÉ と特定した。 

 

 

 

 

 

 

ここでHITしているが、もし日本語で検索

してうまく HIT しないときは検索言語を英

語などに切り替える必要がある 

欲しかった情報（英語の出願人名義） 
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◆実践編 

検索対象名義を NESTLE および NESTLÉ と特定したので、実際に欧州における特許に対する検索を

行う。 

まず「構造化検索」モードを選択し、検索言語を「英語」に変更する1。しばらくするとプルダウンメニューが

英語用に切り替わるので、それを確認してから左側のプルダウンメニュー（どの行でも良い）を「国名（国

コード）」とし右側の検索ボックスに【EP】と入力する。次いで「出願人氏名（名称）」に【NESTLE OR 

NESTLÉ】と入力し、「検索」ボタンをクリックする。 

 

 

 

検索を実行すると書誌一覧が表示されるが、ここで「結果分析」ボタンをクリックすると自動的に統計分析

が実施されるので、この機能を利用する。 

                                                   
1 本書においては KW検索をしていないので言語を英語にする必要はないが、企業名に加え KW で絞り込んだ分析をす

る場合を想定し、本書では言語を英語に設定する手順を紹介している。 
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「結果分析」ボタンをクリックすると IPCや発明者、出願人などの一覧表が表示される。 

 

この画面からは、IPCランキングが分類コードと出願件数、出願人ランキングが出願人の名称と出願件数、

そして公報の発行年ごとの出願件数が見てとれるので、具体的な内容を把握することができる。 
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このように初期設定は表形式となっているが、表示形式をグラフ形式に変更すれば、棒グラフや円グラフを

表示させることができる。 

 

 

円グラフあるいは棒グラフを作図させるには、左側のオプションから「グラフ」を選択し、右側のオプションから

「棒グラフ」または「円グラフ」を選択し、さらに分析軸を指定するのだが、企業動向調査としては次のような

分析軸を指定する方法が有効である。 

◆ Main IPC （注力している技術分野がわかる） 

◆ Publication Date （出願の時期から、開発の変遷や将来動向がわかる） 

 

例えば「グラフ」の「円グラフ」を選択し、「Main IPC」をクリックすると、このようなグラフが作図される。 

 

この結果、最も出願件数が多いのは A23L（食料品、非アルコール性飲料、食品または食料品の保存

IPC分析 

技術的な傾向・偏りを示すデータ 

 

表示モードは表形式とグラフ形式の２つ 

オプションでグラフの種類を選択する 

分析軸は国、メイン

IPC、メイン発明者、

メイン出願人、公開

日の５つ 

表示モードでグラフを選択した場合には

右側のオプションが有効になる 
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一般、例：骨の成長を促進させる加工食品など）であることがわかる。 

 

 

またオプションで「棒グラフ」を選択し、さらに「Publication Date2」をクリックすると、時系列に整理された

年次推移グラフが作図される。このグラフからは、2004 年以降、急激に出願件数が減少したことがわか

る。 

 

さて、冒頭で名義の確認を行った際に NESTEC S.A.という関連子会社を把握した。そこで、この名義で

も同様の検索と結果分析を実行してみると、以下のような出願推移であった。 

 

                                                   
2初期設定では 10年分しか表示されないため、設定を変更している。変更は、画面上部の「オプション」＞「設定」＞「結

果表示」をクリックし、「グループ毎表示件数（分析）」の値をプルダウンメニューより適宜選択することで実行できる。この図

は値を 20 に変更して作図したものである。 

公開年分析 

時期的な傾向を示すデータ 
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これら２つのグラフから、2004 年以降、NESTEC 経由で出願するように知財戦略が切り替わったことが

推測される。 

 

◆まとめ 

このように、PatentScope を利用して名義検索を行い、結果分析機能を活用すれば、企業の知的財

産戦略の概要を把握することができる。 

より複雑・高度な分析を行いたい場合には、HIT した文献の書誌データ、特に出願日・公開日・IPC の

データをダウンロードし、これを表計算ソフトなどで加工することで２軸分析を行うことも可能である。 

 

 

PatentScopeはテキスト情報が原語で収録されていることに留意する必要があ

る。これは、名義検索をする場合には非英語（原語）の企業名も確認する必要

があるということを意味する。 

PatentScope の「結果分析」機能を利用すれば、ランキングや年次推移などの

統計分析結果（表またはグラフ）を表示させることができ、企業動向分析に活

用することができる。 

Point 


